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第１章 「もんじゅ」の概要 
   
１．１ 「もんじゅ」の概況 

（１）運転概況 
平成７年１２月８日に発生した２次主冷却系ナトリウム漏えい事故のた

め、同日以降停止中であり、主冷却系Ａループ、Ｂループ及びメンテナンス

冷却系のうち原則常時２ループの運転により炉心の崩壊熱除去を行ってい

る。なお、主冷却系ＣループはＮａドレン状態である。 
また、平成１２年度設備点検は、平成１２年１０月１６日に開始し、平成

１３年３月２３日に終了した。 
 

（２）保守概況 

１）設備保全対策工事 

① もんじゅ港湾浚渫作業 
取水口前面に除々に堆積している砂の浚渫作業を実施した。 

② アルゴンガス、窒素ガス保守性向上対策 
塩害による腐食対策のため、耐腐食性に優れた材質の配管への取替を

実施した。 
③ 制御盤内電装品の交換 

ナトリウム漏えいに伴いエアロゾルの付着のあった制御盤について、

点検、清掃、交換工事を実施中である。 

④ 直流電源設備蓄電池の更新 
安全保護系（Ａ，Ｃ系）における直流電源設備蓄電池の更新作業を実

施した。 
⑤ 空調用冷媒設備の代替フロン化（Ｂ号機） 

環境対策（オゾン層保護）のため、空調用冷媒設備の冷凍機の冷媒と

して使用しているフロンを代替フロンに変更する工事を実施した。 

 
（３）その他 

化学管理、燃料管理、放射線管理、保障措置等については、特記事項なし。 
 
 
１．２ プラント状態及び運転状況 

運転状況表を図１－１に示す。 
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第２章 系統の運転 

 

２．１ 原子炉及び炉廻り 

 原子炉廻りについては、原子炉容器Ｎａ液位はＳｓＬを保持し、炉容器へ

のＮａ汲み上げは停止状態である。 

 

２．２ １次・２次冷却系 

（１）主冷却系Ａループ、Ｂループ及びメンテナンス冷却系のうち原則常時２ル

ープの運転により炉心の崩壊熱除去を行っている。なお、主冷却系Ｃループ

はＮａドレン状態である。 

 

（２）１次オーバフロー系、純化系のＡ－ＥＭＰ及びＢ－ＥＭＰについては、１

次冷却系ループの充填・ドレン及び１次冷却系Ｎａの純度確認、サンプリン

グ実施時を除きＮａドレン状態である。 

 

（３）１次アルゴンガス系は、原子炉容器カバーガス圧力制御が自動制御で低圧

モード運転状態である。 

１次アルゴンガス系隔離弁作動試験及び１次アルゴンガス系圧縮機の定

期切替を随時実施した。また、１０月２７日に１次アルゴンガス系圧縮機Ａ

点検後の性能試験及び、１月２４日から２月１日まで１次アルゴンガス系エ

クステンション弁及び計器点検のため、１次アルゴンガス系を停止した。 

２次アルゴンガス系の系統圧力は、Ｎａ充填ループを１.０kg/cm2（９.８

１kPa）、Ｎａドレンループを０.２kg/cm2（１.９６kPa）に保持した。 

アルゴンガス、窒素ガス供給設備保守性向上対策における屋外配管改造工

事に伴うアルゴンガス供給停止のため、７月３日から仮設供給設備より系統

へアルゴンガスを供給し、改造工事終了に伴い８月１日に高純度アルゴンガ

ス供給設備、８月２日に市販アルゴンガス供給設備をそれぞれ復旧した。 

 

（４）補助冷却系は、１次・２次冷却系ループの運転状態に合わせ各ループの運

転・停止を行った。 

 

２．３ 水・蒸気系、タービン・発電機設備 

 各系統は停止保管中であり、給水、復水系は乾燥保管状態である。 

停止保管中の定例のサーベランス及び、コンデミ樹脂塔水置換を定期的に

実施した。 
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２．４ 計測制御系・電気系 

非常用ディーゼル発電機は、本体及び附属設備の点検時以外は、Ａ号機、

Ｂ号機、Ｃ号機ともに待機状態とした。 

定期試験は、Ａ号機、Ｂ号機、Ｃ号機ともに定期的に実施した。 

７７kV電源設備点検のため予備変圧器を９月１０日から１０月１５日まで

停止した。 

屋外開閉所電源設備点検のため、２７５kV 敦賀線敦賀側を１０月８日から

１０月１４日まで、２７５kV 敦賀線美浜側を１０月２０日から１０月２６日

まで停止した。 

１Ｃ－Ｍ／Ｃは、電源設備点検のため１１月２８日から１２月１日まで停

止した。 

中央計算機点検のため中央計算機を１月１１日から１月１９日及び３月１

２日から３月１４日まで停止した。 

バスダクト点検のため１Ａ起動変圧器を３月１２日から３月１６日まで停

止した。また、所内電源設備Ｄ系点検に伴い３月１５日から３月１６日まで

Ｄ系 Ｃ／Ｃ，２Ｄ２－Ｐ／Ｃを３月１７日から３月１８日まで３Ｄ１－Ｐ

／Ｃ，３Ｄ２－Ｐ／Ｃ，１Ｄ－Ｍ／Ｃを停止した。 

 

２．５ 燃料取扱設備 

炉外燃料貯蔵槽冷却系統のＥＶＳＴ冷却系、１次・２次補助ナトリウム系

は、系統のＮａドレン状態である。 

 

２．６ 放射性廃棄物処理設備 

（１）気体廃棄物処理系は通常運転状態であり、気体廃棄物処理系圧縮機、気

体廃棄物処理系ブラインチラ及び循環ポンプの定期切替を定期的に実施し

た。 

アルゴンガス、窒素ガス供給設備保守性向上対策による窒素ガス供給設備

の屋外配管改造工事に伴う系統への窒素ガス供給停止の対応として、７月

３日及び７月２７日に気体廃棄物処理系バイパス運転を実施した。 

また、気体廃棄物処理系廃ガス貯槽室モニタの点検で６月１５日、気体

廃棄物処理設備計器点検で１月２３日、１月２５日、２月２１日、気体廃

棄物処理設備制御性改善作業で３月１３日、３月１４日、３月１５日、３

月２３日にそれぞれ気体廃棄物処理系を停止した。 

 

（２）液体廃棄物処理系 

液体廃棄物処理系制御性改善作業を実施した。 

（廃液受入装置について） 

 運転状態は特に問題はない。 
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（廃液濃縮装置について） 

 運転状態は特に問題はない。 

（廃液排水装置について） 

 処理廃液の放出運転を実施した。 

（薬品供給装置について） 

 運転状態は特に問題はない。 

（廃液発生状況について） 

 平成１２年度の廃液発生状況を表２－１に示す。 

（洗濯廃液発生状況について） 

 平成１２年度の洗濯廃液発生状況を表２－１に示す。 

 

（３）固体廃棄物処理系 

平成９年度から平成１２年度の運転に伴い発生したプラスチック固化体

ドラム２１本のうち２０本（搬出単位：４本／１パレット）について、１

１月２１日から１１月３０日で搬出エリア（Ｍ－５６７）へ移動し、１２

月２０日に固体廃棄物貯蔵庫への搬出を実施した。搬出対象外の１本につ

いては次期搬出時まで搬出架台上に保管する。 

設備は１２月２５日から長期保管管理状態である。 

 

（４）雑固体廃棄物 

不燃性雑固体廃棄物封入ボックスパレット１２個（ドラム缶換算４８本）、

可燃性雑固体廃棄物封入ドラム６８本、不燃性雑固体廃棄物封入ドラム    

６４本を固体廃棄物貯蔵庫へ搬出した。 

 

２．７ その他の系統 

（１）補機冷却設備運転状況 

 原子炉補機冷却設備系及び海水系の運転状態は特に問題なく、ポンプの

切替を定期的に実施した。 

 

（２）制御用圧縮空気設備運転状況 

 制御用圧縮空気設備は通常運転状態であり、制御用空気圧縮機の切替を

定期的に実施した。 

 

（３）ユーティリティ設備運転実績（電気、ガス、水、蒸気等） 

    平成１２年度のユーティリティ設備の運転実績を表２－２に示す。 
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表２－１ 廃液発生量及び放出量（平成１２年度） 

廃 液（ｍ３） 洗濯廃液（ｍ3） 項目 

月 発生量 放出量 発生量 放出量 
放出放射能 

４月 68.12 47.20 45.34 44.84 検出限界以下 

５月 57.62 75.25 43.21 49.80 検出限界以下 

６月 92.28 81.08 44.35 38.43 検出限界以下 

７月 171.66 160.76 50.92 51.08 検出限界以下 

８月 146.47 142.86 78.30 76.70 検出限界以下 

９月 121.08 118.34 74.13 76.86 検出限界以下 

１０月 66.38 65.56 106.62 85.35 検出限界以下 

１１月 63.58 48.56 67.90 73.66 検出限界以下 

１２月 25.94 28.59 63.23 64.05 検出限界以下 

１月 105.05 93.58 54.75 51.40 検出限界以下 

２月 118.18 127.07 61.65 48.68 検出限界以下 

３月 27.17 19.71 43.39 62.97 検出限界以下 

合 計 1,063.53 1,008.56 733.79 723.82  

 

 

表２－２ ユーティリティ設備運転実績（平成１２年度） 

①淡水設備（ろ過水、純水製造、使用量） 

ろ過水使用量 ろ過水 

製造量 構内用 特高用 飲料水 合 計 

純 水 

製造量 

純 水 

使用量 
項目 

月 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 

４月 6,577 2,785.2 125 2,223 5,133.2 1,391 1,205.3

５月 5,273 2,227.0 68 2,195 4,490.0 915 1,073.7

６月 6,675 2,891.0 45 2,293 5,229.0 1,194 1,485.7

７月 5,687 2,379.7 57 2,325 4,761.7 1,204 1,402.9

８月 7,718 3,297.7 56 2,370 5,723.7 1,766 1,646.8

９月 8,530 4,905.6 46 2,223 7,174.6 1,503 1,396.6

１０月 6,332 2,592.8 155 2,309 5,056.8 1,198 1,423.5

１１月 5,253 2,074.7 138 2,077 4,289.7 962 1,532.9

１２月 8,563 2,860.3 521 2,276 5,657.3 3,021 2,025.7

１月 7,341 2,992.4 915 2,346 6,253.4 871 1,109.6

２月 6,575 2,596.6 178 2,010 4,784.6 1,474 1,407.3

３月 6,248 2,384.0 328 2,199 4,911.0 1,511 1,365.0

合 計 80,772 33,987.0 2,632 26,846 63,465.0 17,010 17,075.0
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②Ａｒガス、窒素ガス供給設備（Ａｒガス、窒素ガス使用量） 

窒素ガス使用量 Ａｒガス 

使用量 Ａ Ｂ 
項目 

月 ｍ3 ｍ3 ｍ3 

４月 8,800 46,615 3,900

５月 8,600 45,000 4,500

６月 9,000 42,000 3,939

７月 10,405 48,801 3,800

８月 8,700 37,032 3,534

９月 7,500 42,379 4,675

１０月 7,000 48,248 4,602

１１月 7,600 57,160 3,794

１２月 6,000 61,000 4,153

１月 7,300 52,000 4,300

２月 5,900 55,500 3,245

３月 6,500 49,500 3,900

合 計 93,305 585,235 48,342

 

③補助ボイラ，Ｄ／Ｇ（補助蒸気、補助ボイラ・Ｄ／Ｇ軽油使用量） 

補助ボイラ設備 Ｄ／Ｇ設備 

軽油使用量 
蒸気使用量 軽油使用量

Ａ Ｂ Ｃ 

項目 

月 ｔ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ 

４月 2,156.2 185,491 809.0 826.5 704.0

５月 1,242.7 112,589 797.0 736.0 841.0

６月 2,155.6 187,581 744.5 821.5 759.3

７月 2,172.7 180,306 864.0 903.5 850.2

８月 2,248.9 191,582 847.0 799.5 905.3

９月 2,209.9 188,021 1,020.5 976.0 918.7

１０月 2,260.2 197,336 0.0 903.0 837.5

１１月 1,272.0 109,936 1,689.5 788.0 0.0

１２月 2,211.9 186,488 7,752.0 771.5 912.0

１月 4,179.2 333,708 847.0 0.0 898.5

２月 3,801.2 304,214 880.5 1,619.0 785.0

３月 2,646.2 219,593 797.0 736.0 841.0

合 計 28,556.7 2,396,845 17,048.0 9,880.5 9,252.5
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④電気設備（月間累積電力量） 

使用電力量 総発電電力量 総送電電力量 項目 

月 ｋＷｈ ｋＷｈ ｋＷｈ 

４月 6,306,240 0 0

５月 6,308,760 0 0

６月 6,314,400 0 0

７月 6,713,880 0 0

８月 7,003,720 0 0

９月 6,620,760 0 0

１０月 6,309,720 0 0

１１月 5,968,680 0 0

１２月 6,308,760 0 0

１月 6,192,240 0 0

２月 5,687,640 0 0

３月 6,117,930 0 0

合 計 75,852,730 0 0
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第３章 保   守 
 
３．１ 概 況 

平成１２年度に実施した主な設備の定期点検、作業等の実績工程表を図３

－１に示す。 
 
 
３．２ 保修票 

平成１２年度に発行した保修票の件数は、次のとおりである。 
設 備 名 称 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合 計

原子炉構造設備 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
原子炉格納容器 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0 0 4
１次冷却系設備 0 0 0 1 0 1 0 2 1 0 0 1 6
２次冷却系設備 3 3 0 0 3 0 1 3 1 3 2 1 20
水・蒸気、タービン・発電機設備 1 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 2 7
原子炉・タービン補助設備 4 0 2 5 5 5 3 3 3 4 6 5 45
燃料取扱及び貯蔵設備 1 1 0 2 0 0 1 1 0 0 1 3 10
放射性廃棄物処理設備等 4 5 7 4 6 4 12 2 2 1 2 0 49
換気空調設備 1 3 2 0 1 0 2 2 0 2 2 1 16
計測制御設備 2 2 0 0 1 2 0 1 3 0 1 0 12
電気設備 1 1 0 0 0 0 1 2 0 1 1 0 7
諸設備 2 2 0 1 0 1 3 0 2 1 4 1 17
建物・構築物等 1 0 0 0 2 1 0 0 1 1 0 0 6
合 計 20 18 11 14 19 14 24 19 15 13 19 14 200
 
 
３．３ 設備改善 

平成１２年度に実施した設備改善項目は次のとおりである。 
項番 系 統 名 件   名 
１ アルゴンガス、窒素ガス供給系 保守性向上対策工事 
２ 計測制御設備 計測制御設備電装品の交換 
３ 直流電源設備 蓄電池更新（Ａ，Ｃ系） 
４ 空調用冷媒設備 冷凍機代替フロン化（Ｂ号機） 
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第４章 化学管理 
 
４．１ ナトリウム・アルゴンガス系統 

（１）１次主冷却系 
ナトリウム及びアルゴンガスは、良好な純度に維持されている。 

 
（２）２次主冷却系 

ナトリウム及びアルゴンガスは、良好な純度に維持されている。 
 

（３）炉外燃料貯蔵槽系 
アルゴンガスは、良好な純度に維持されている。 

 
 
４．２ 水・蒸気系統及び補機系統 

（１）水・蒸気系 
水・蒸気系は停止中につき系統保管状態にあり、保管ガス純度は基準値内

に維持されている。 
 

（２）補機系 
原子炉補機冷却水系Ｂ系及び軸受冷却系の硝酸イオン濃度上昇に伴う水

室改善操作（殺菌剤投入・ブロー）を行い、良好な水室に維持されている。 
 

（３）淡水供給系 
純水装置に充填されているイオン交換樹脂は、良好な樹脂性能に維持され

ている。 
 

 

４．３ 廃棄物処理系統 

プラスチック固化系の運転に伴う廃液濃縮液等の水室分析を実施した。 

 

 

４．４ 公害防止関連 

補助ボイラＡ号機、Ｂ号機のばい煙測定を実施し、基準を満足しているこ

とを確認した。 
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第５章 燃料管理 
 

５．１ 概 況 

制御棒の保管管理作業 

新燃料キャスク仮置場及び第１倉庫に保管されている制御棒の保管容器

内の湿度の測定を週１回の頻度で実施した。 
 

５．２ 炉心構成要素の変動及び在庫 

平成１２年度の炉心構成要素の変動状況を表５－１に示す。 
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第６章 放射線管理 

 

６．１ 概 況 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく作業環境の定期モニタリング、放

射性廃棄物の測定等を実施し、異常のないことを確認した。 

 

６．２ 作業環境管理 

（１）作業環境定期モニタリング 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく、エリアモニタによる線量当量率

測定の結果、変動は認められなかった。また、表面密度及び空気中放射性物

質濃度についても全て検出限界値未満であり、異常は認められなかった。 

 

（２）放射線作業の立会モニタリング 

新燃料検認査察に伴う新燃料引抜き作業時の放射線測定を実施した。結果

は以下のとおりである。 

・新燃料体表面線量当量率：1.8mSv/h（γ＋ｎ線） 

・新燃料体表面密度   ：検出限界値未満 

・空気中放射性物質濃度 ：検出限界値未満 

 

６．３ 区域管理 

平成１２年度に実施した区域変更を表６－１に示す。 

 

６．４ 放射線作業状況 

放射線下作業手順及び特別作業許可の平成１２年度発行数を表６－２に

示す。 

 

６．５ 個人被ばく管理 

平成１２年度の個人被ばく管理評価結果を表６－３に示す。 

 

６．６ 放射性廃棄物 

（１）気体、液体廃棄物の放出状況 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく、平成１２年度の気体、液体廃棄

物の測定結果を表６－４に示す。 

なお、主冷却系室開放の影響から、気体、液体系からのトリチウムの放出

が認められているが、他発電所の通常時放出に比べて十分に低い値であった。 

 

（２）固体廃棄物の運搬・貯蔵 

平成１２年度の固体廃棄物の受入れ及び貯蔵状況を表６－５に示す。
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６．７ 環境モニタリング 

周辺監視区域付近及び周辺監視区域外の空気吸収線量（率）、空気中の粒

子状放射性物質濃度及び周辺監視区域外の環境試料中の放射能を測定した。

測定結果及び環境試料の採取等の場所をそれぞれ表６－６、図６－１に示す。 

平成１２年度の測定結果は以下のとおりであった。 

空気吸収線量の測定結果及び空気吸収線量率の連続測定結果では、原子力

施設に起因する線量及び線量率の上昇は観測されなかった。空気中放射性物

質濃度の測定結果及び環境試料中の放射能の測定結果については、原子力施

設に起因する核種は検出されなかった。 

 



 

 表
６

－
１

 
区

域
変

更
実

績
（

平
成

１
２

年
度

）
 

変
更
内
容
 

変
更
期
間
 

変
更
場
所
 

変
 
更
 
理
 
由
 

１
Ｂ
１
→
３
Ｂ
１

4
/
2
6
 
1
0
:
0
0
～
 
4
/
2
6
 
1
6
:
3
0

A
-
5
7
4
 

新
燃
料
検
認
査
察
対
応
作
業
の
た
め
 

１
Ｂ
１
→
１
Ｂ
２

6
/
 
1
 
1
0
:
0
0
～
 
6
/
 
5
 
1
5
:
0
0

A
-
4
5
6
 

乾
燥
機
給
液
タ
ン
ク
の
調
査
開
始
の
た
め
 

１
Ｂ
１
→
３
Ｂ
１

1
2
/
1
9
 
1
0
:
0
0
～
1
2
/
1
9
 
1
8
:
3
0

A
-
5
7
4
 

Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
の
燃
料
検
認
作
業
の
た
め
 

１
Ｂ
１
→
１
Ｂ
２

2
/
2
6
 
 
9
:
3
0
～
 
3
/
 
2
 
1
2
:
3
0

A
-
1
5
1
 

Ａ
／
Ｂ
ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク
清
掃
作
業
の
た
め
 

  表
６

－
２

 放
射

線
下

作
業

手
順

及
び

特
別

作
業

許
可

発
行

実
績

（
平

成
１

２
年

度
）

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単

位
：

件
）
 

 
4
月
 

5
月
 

6
月
 

7
月
 

8
月
 

9
月
 

1
0
月

1
1
月

1
2
月

１
月

２
月

３
月

累
計
 

放
射
線
下
作
業
手
順
(
R
W
P
)
適
用
作
業
 

8
1
 

1
1
 

1
4
 

6
 

1
2
 

1
4
 

2
5
 

4
1
 

2
7
 

2
2
 

2
5
 

2
0
 

2
9
8
 

特
別
作
業
許
可
(
S
W
P
)
適
用
作
業
 

1
1
 

2
 

0
 

1
 

0
 

2
 

2
 

1
 

1
 

1
 

4
 

0
 

2
5
 

  表
６

－
３

 
個

人
被

ば
く

管
理

評
価

結
果

（
平

成
１

２
年

度
）

 

 
4
月
 

5
月
 

6
月
 

7
月
 

8
月
 

9
月
 

1
0
月
 

1
1
月

1
2
月
 

１
月
 

２
月
 

３
月
 

社
 
員
 

2
1
5
 

2
1
7
 

2
1
9
 

2
1
9
 

2
1
8
 

2
1
7
 

2
1
7
 

2
1
6
 

2
1
6
 

2
1
4
 

2
1
1
 

2
0
9
 

社
員
外
 

2
7
4
 

2
5
1
 

2
6
1
 

2
4
7
 

2
4
7
 

2
7
6
 

3
2
3
 

3
7
2
 

3
7
2
 

3
7
0
 

4
2
4
 

3
9
4
 

人
数
（
人
）
 

合
 
計
 

4
8
9
 

4
6
8
 

4
8
0
 

4
6
6
 

4
6
5
 

4
9
3
 

5
4
0
 

5
8
8
 

5
8
8
 

5
8
4
 

6
3
5
 

6
0
3
 

社
 
員
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

社
員
外
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

総
被

ば
く

線
量

当
量
（
人
･
m
S
v
）

合
 
計
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

0
.
0
 

 

－16－ 



 

 表
６

－
４

 
気

体
、

液
体

廃
棄

物
放

出
状

況
（

平
成

１
２

年
度

）
 

 
 
 
 
 

 
 

 
4
月

 
5
月

 
6
月

 
7
月

 
8
月

 
9
月

 
10

月
 

11
月

 
12

月
 

１
月
 

２
月
 

３
月
 

希
ガ

ス
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

よ
う

素
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

全
粒

子
状
物

質
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

気
 

 

体
 
ト
リ

チ
ウ
ム

 
3
.
9 ×

10
8
 

1
.8

×
10

9
4
.5

×
10

8
3
.5

×
10

7
N
D
 

N
D
 

N
D
 

6
.8

×
10

9
1
.8

×
10

9
5
.5

×
10

9
7
.8

×
10

8
 

6
.5

×
10

8
 

全
核

種
(ﾄ

ﾘ
ﾁｳ

ﾑを
除

く
)
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

月
間

放
出

量 (
Bq
)
 
液 体

 
ト

リ
チ

ウ
ム

 
N
D
 

5
.
8 ×

10
7

6
.9

×
10

7
5
.3

×
10

7
3
.8

×
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7
2
.9

×
10

7
1
.3

×
10

7
7
.4

×
10

6
6
.1

×
10

6
N
D
 

N
D
 

N
D
 

希
ガ

ス
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

よ
う

素
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

全
粒

子
状
物

質
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

気
 

 

体
 
ト
リ

チ
ウ
ム

 
8
.
9 ×

10
-
7
 

3
.9

×
10

-
6

1
.0

×
10

-
6

7
.9

×
10

-
8

N
D
 

N
D
 

N
D
 

1
.6

×
10

-
5

3
.9

×
10

-
6

1
.2

×
10

-
5

1
.9

×
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-
6
 

1
.4

×
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-
6
 

全
核

種
(ﾄ

ﾘ
ﾁｳ

ﾑを
除
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N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

N
D
 

月
間

平
均

濃
度

(
Bq
/

c
m
3 )
 

液 体
 
ト

リ
チ

ウ
ム

 
N
D
 

2
.
0 ×

10
-
5

2
.0

×
10

-
5

1
.4

×
10

-
5

1
.1

×
10

-
5

8
.2

×
10

-
6

4
.1

×
10

-
6

3
.3

×
10

-
6

2
.6

×
10

-
6

N
D
 

N
D
 

N
D
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績
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３
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ﾞ
ｯ
ｸ
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ﾊ
ﾟ
ﾚ
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2
5
6
 

0
 

0
8

0
0

0
3
6
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0

0
0

4
4
8
 

3
0
4
 

合
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1
6
6
0
 

0
 

0
4
8

0
2
0

0
4
4
 

2
4

2
0

0
0

4
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2
0
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1
8
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＊
ボ
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ス
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ッ
ト
１
個
は
、
ド
ラ
ム
缶

４
本
に
換
算
し
て
い
る
。
（
ド
ラ
ム
缶
換
算
）
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環

境
モ
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タ

リ
ン

グ
測

定
結

果
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平
成
１
２
年
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果
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第
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半

期
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定
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２
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.
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.
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.
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Ｎ

Ｄ
Ｎ
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Ｎ

Ｄ
Ｎ
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第７章 保障措置 
 
７．１ 実施状況 

（１）文部科学省（旧科技庁）及びＩＡＥＡによる査察 
１）中間在庫検認査察（毎月１回実施） 

中間在庫を検認するため以下の検査が各月（１２月以外）に１回実施さ

れた。 

・帳簿検査（燃料体の受入、移動及び払出等の記録検査） 

・運転記録の確認 

・封印検査（燃料集合体の員数検査） 

・監視装置（監視カメラ、放射線モニタ）データの収集・評価 

 

２）実在庫検認査察（年１回実施） 

核燃料物質の実在庫量を検認するため以下の検査が１２月に実施され

た。 

・帳簿検査（燃料体の受入、移動及び払出等の記録検査） 

・運転記録の確認 

・新燃料貯蔵庫の新燃料集合体の非破壊測定検査 

・封印検査（燃料集合体の員数検査等） 

・監視装置（監視カメラ、放射線モニタ）データの収集・評価 
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第８章 性能試験 
 

８．１ 概 況 

平成７年１２月８日に発生した２次主冷却系ナトリウム漏えい事故のた

め、同日以降、性能試験（出力試験）は中断中である。 
 

８．２ 主な性能試験実施内容 

な し。 
 

８．３ 実施状況 

な し。 
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第９章 研究成果 
 

９．１ 外部発表 

  平成１２年度に機構外部に発表した技術資料は、１６件である。 

 

資料番号 題  名 発表先 発表日 

TN2411 99-017 Development of a Plane Contamination 
Monitor Using the Plastic 
Scintillation Fiber(PSF) 

10th International Congress of the 
International Radiation 
Protection Association 

H12. 5.14～19

TN2419 2000-001 Development of a Sheet Type 
Contamination Monitor Using the 
Plastic Scintillation Fiber(PSF) 

10th International Congress of the 
International Radiation 
Protection Association 

H12. 5.14～19

TW2411 99-022 

TW2401 2000-002 

Applicability of the 3D Transport 
Code TORT to the Shielding Analysis of 
the Reactor Cavity Shielding Floor in 
the Prototype FBR Monju 

PHYSOR2000 International Topical 
Meeting 

H12. 5. 7～11

TW2411 99-041 

TW2411 2000-001 

2000年ドイツ原産年次大会「日本セ
ッション」 

H12. 5.24 

TW2411 2000-003 

Present Status and Future Outlook of 
FBR Development in Japan 

ドイツ科学月刊誌atw H12. 7 

TW2411 2000-002 Lesson learned from MONJU sodium leak 
accident 

PSAM5(International Conference on 
Probabilistic Safety Assessment 
and Management) 

H12.11.30 

TW2416 2000-001 窒素ガス封入によるナトリウム火災対
策 

日本原子力学会誌 H12.12 

TW2413 2000-001 「もんじゅ」炉心構成要素炉内可視化
システムの開発 

日本原子力学会「2001年春の年会」 H13. 3.27～29

TW2413 2000-002 ３次元輸送計算コードＴＯＲＴの「も
んじゅ」しゃへい解析への適用性検討
（その２） 

日本原子力学会「2001年春の年会」 H13. 3.27～29

TW2413 2000-003 ３次元輸送計算コードＴＯＲＴの「も
んじゅ」しゃへい解析への適用性検討
（その３） 

日本原子力学会「2001年春の年会」 H13. 3.27～29

TW2412 2000-001 「もんじゅ」の臨界・炉物理試験解析
における核特性解析手法と解析精度 

日本原子力学会「原子炉炉心計算法
の高度化」研究専門委員会 

H12.12 

TW2403 2000-001 もんじゅ炉心の空間高次モード解析 日本原子力学会「2001年春の年会」 H13. 3.27～29

TW2454 2000-001 日本原子力学会誌「連載講座原子力物
理」原稿用「もんじゅ」データ 

日本原子力学会誌（「連載講座原子
力物理」） 

H12.12 

TW2413 2001-001 シンチレーシヨンファイバーを利用し
た薄型汚染モニタの開発 

第 10回もんじゅ・国際技術センター
技術報告会 

H13. 3.14 

TW2412 2001-001 「もんじゅ」性能試験における核特性
評価結果 

平成12年度FBR炉心技術専門委員会 H13. 3. 7 

TW2419 2000-001 反応率分布測定に基づく炉心特性評価 第10回もんじゅ技術報告会 H13. 3.14 

TW2422 2001-001 もんじゅ２次ナトリウム漏えい事故と
アスファルト固化処理施設火災爆発事
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第１０章 原子炉等規制法等関係 
 

１０．１ 許認可等 

（１）申 請 
   平成１２年 

９月１２日 特別地域内工作物の新築許可 （自然公園法に基づく） 
       申請書（一般廃棄物処理施設等） 
１１月１７日 特別地域内工作物の新築許可 （自然公園法に基づく） 

            申請書（協力会社事務所の建設） 

（２）許認可（受理書） 
   平成１２年 

５月１９日 原子炉施設（高速増殖原型炉 （原子炉等規制法に基づく） 
       もんじゅ）の設計及び工事の 
       方法の変更に係る認可書 
       （アルゴンガス供給系主配管 
       等の材質変更） 
１０月 ３日 特別地域内工作物の新築許可 （自然公園法に基づく） 

      書（一般廃棄物処理施設等） 
１２月２６日 特別地域内工作物の新築許可 （自然公園法に基づく） 

        書（協力会社事務所の建設） 

（３）届 出 
な し 

 
 

１０．２ 使用前検査等 
     平成１２年 

７月２８日 その他原子炉の附属施設   （科学技術庁） 
       アルゴンガス供給系設備 
       主配管等 
        材料検査、寸法検査、 
        外観検査、据付検査、 
        耐圧漏えい検査 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本資料の全部または一部を複写・複製・転載する場合は、下記にお問い合わせください。 

 〒319-1184 茨城県那珂郡東海村大字村松４番地 49 

       核燃料サイクル開発機構 

        技術展開部 技術協力課 
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